
平成™�年š月˜ 日 水曜日 (号外第œ�号)官 報
改
正

11

締
約
国
は
、
こ
の
協
定
を
改
正
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
改
正
を
採
択
し
、
締
約
国
に
よ
る
受
諾
の
た
め
に
提
出
す

る
決
定
は
、
コ
ン
セ
ン
サ
ス
方
式
に
よ
っ
て
行
う
。

æ

改
正
は
、
ç
に
規
定
す
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、
締
約
国
の
三
分
の
二
が
受
諾
し
た
時
に
当
該
改
正
を
受
諾
し
た

締
約
国
に
つ
い
て
効
力
を
生
じ
、
そ
の
後
は
、
そ
の
他
の
各
締
約
国
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
に
よ
る
受
諾
の
時
に

効
力
を
生
ず
る
。

ç

改
正
は
、
当
該
改
正
が
締
約
国
の
権
利
及
び
義
務
を
変
更
し
な
い
性
質
の
も
の
で
あ
る
と
委
員
会
が
コ
ン
セ
ン

サ
ス
方
式
に
よ
っ
て
決
定
し
た
場
合
に
は
、
締
約
国
の
三
分
の
二
が
受
諾
し
た
時
に
全
て
の
締
約
国
に
つ
い
て
効

力
を
生
ず
る
。

脱
退

12

締
約
国
は
、
こ
の
協
定
か
ら
脱
退
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
脱
退
は
、
世
界
貿
易
機
関
事
務
局
長
が
書
面
に
よ
る
脱

退
の
通
告
を
受
領
し
た
日
か
ら
六
十
日
を
経
過
し
た
時
に
、
効
力
を
生
ず
る
。
締
約
国
は
、
脱
退
の
通
告
が
さ
れ
た

場
合
に
は
、
委
員
会
の
会
合
を
直
ち
に
開
く
こ
と
を
要
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

13

こ
の
協
定
の
締
約
国
は
、
世
界
貿
易
機
関
の
加
盟
国
で
な
く
な
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
加
盟
国
で
な
く
な
っ
た
日

に
こ
の
協
定
の
締
約
国
で
な
く
な
る
。

特
定
の
締
約
国
間
に
お
け
る
こ
の
協
定
の
不
適
用

14

い
ず
れ
か
の
締
約
国
が
こ
の
協
定
を
受
諾
し
、
又
は
こ
の
協
定
に
加
入
し
た
時
に
、
当
該
い
ず
れ
か
の
締
約
国
又

は
他
の
い
ず
れ
か
の
締
約
国
が
、
こ
れ
ら
二
の
締
約
国
の
間
に
お
け
る
こ
の
協
定
の
適
用
に
同
意
し
な
か
っ
た
場
合

に
は
、
こ
の
協
定
は
、
こ
れ
ら
二
の
締
約
国
の
間
に
お
い
て
は
適
用
さ
れ
な
い
。

附
属
書

15

こ
の
協
定
の
附
属
書
は
、
こ
の
協
定
の
不
可
分
の
一
部
を
成
す
。

事
務
局

16

こ
の
協
定
に
必
要
な
役
務
は
、
世
界
貿
易
機
関
事
務
局
が
提
供
す
る
。

寄
託

17

こ
の
協
定
は
、
世
界
貿
易
機
関
事
務
局
長
に
寄
託
す
る
も
の
と
し
、
同
事
務
局
長
は
、
速
や
か
に
、
締
約
国
に
対

し
、
こ
の
協
定
の
認
証
謄
本
、
第
十
九
条
の
規
定
に
基
づ
く
こ
の
協
定
の
訂
正
又
は
修
正
の
認
証
謄
本
、
11
の
規
定

に
基
づ
く
こ
の
協
定
の
改
正
の
認
証
謄
本
、
２
の
規
定
に
基
づ
く
こ
の
協
定
へ
の
加
入
の
通
告
書
及
び
12
又
は
13
の

規
定
に
基
づ
く
こ
の
協
定
か
ら
の
脱
退
の
通
告
書
を
送
付
す
る
。

登
録

18

こ
の
協
定
は
、
国
際
連
合
憲
章
第
百
二
条
の
規
定
に
よ
り
登
録
す
る
。

附
属
書
Ò

政
府
調
達
に
関
す
る
協
定
の
適
用
範
囲
に
係
る
交
渉
に
お
い
て
同
協
定
の
締
約
国
が
附
属
書
Ò
に

つ
い
て
最
終
的
に
提
示
し
た
適
用
範
囲
（
注
）

注

原
語
に
よ
る
も
の
の
み
と
す
る
。

日
本
国
が
附
属
書
Ò
に
つ
い
て
最
終
的
に
提
示
し
た
適
用
範
囲

（
英
語
の
み
を
正
文
と
す
る
。）

付
表
１

中
央
政
府
の
機
関

基
準
額

十
万
特
別
引
出
権

物
品

四
百
五
十
万
特
別
引
出
権

建
設
サ
ー
ビ
ス

四
十
五
万
特
別
引
出
権

こ
の
協
定
の
適
用
を
受
け
る
建
築
の
た
め
の
サ
ー
ビ
ス
、
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
・
サ
ー

ビ
ス
そ
の
他
の
技
術
的
サ
ー
ビ
ス

十
万
特
別
引
出
権

そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス

機
関
の
表

会
計
法
の
適
用
を
受
け
る
全
て
の
機
関

衆
議
院

参
議
院

最
高
裁
判
所

会
計
検
査
院

内
閣

人
事
院

内
閣
府

復
興
庁

宮
内
庁

国
家
公
安
委
員
会
（
警
察
庁
）

金
融
庁

消
費
者
庁

総
務
省

法
務
省

外
務
省

財
務
省

文
部
科
学
省

厚
生
労
働
省

農
林
水
産
省

経
済
産
業
省

国
土
交
通
省

環
境
省

防
衛
省

付
表
１
に
関
す
る
注
釈

１

会
計
法
の
適
用
を
受
け
る
機
関
に
は
、
国
家
行
政
組
織
法
及
び
内
閣
府
設
置
法
に
定
め
る
全
て
の
内
部
部
局
、
外

局
及
び
附
属
機
関
そ
の
他
の
機
関
並
び
に
地
方
支
分
部
局
を
含
む
。

２

こ
の
協
定
は
、
こ
の
協
定
が
日
本
国
に
つ
い
て
効
力
を
生
ず
る
時
に
有
効
な
法
令
に
従
っ
て
協
同
組
合
又
は
連
合

会
と
締
結
す
る
契
約
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

付
表
２

地
方
政
府
の
機
関

基
準
額

二
十
万
特
別
引
出
権

物
品

千
五
百
万
特
別
引
出
権

建
設
サ
ー
ビ
ス

百
五
十
万
特
別
引
出
権

こ
の
協
定
の
適
用
を
受
け
る
建
築
の
た
め
の
サ
ー
ビ
ス
、
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
・
サ
ー
ビ

ス
そ
の
他
の
技
術
的
サ
ー
ビ
ス

二
十
万
特
別
引
出
権

そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス

機
関
の
表

地
方
自
治
法
の
適
用
を
受
け
る
全
て
の
都
道
府
県
及
び
指
定
都
市

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県
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